
Echo Reach 利用規約 
第 1 条（目的） 

本規約は、株式会社オービット（以下「当社」といいます）が提供する
Google バナー広告運用サービス（以下「本サービス」といいます）の利用条
件を定めるものです。 
お客様（以下「利用者」といいます）は、本規約に同意のうえで本サービスを
利用するものとします。 

 
第 2 条（サービスの概要） 

1. 本サービスは、店舗等の事業者を対象に、Google 広告ネットワーク上でのバ
ナー広告配信を通じて認知拡大を支援する広告運用サービスです。 

2. 当社は、利用者から提供を受けた素材・情報・要望等に基づき、広告バナーの
作成、配信設定、運用、レポート作成等を行います。 

3. 広告の掲載先・期間・内容・地域・広告運用費などは、当社の広告運用基準お
よび Google 広告ポリシーに準じて当社が最適と判断する範囲で実施されま
す。 

4. 当社は、Google 広告システムの審査結果や社会通念上不適切と判断される表
現を修正・非掲載とする場合があります。 
 

第 3 条（本サービスの利用方法） 
1. 利用者は、当社が別途指定する方法により本サービスの利用に関する申し込み

を行い、当社において申し込みを確認し、当社所定の方法で承認をすることに
よって本サービスの利用契約（以下「利用契約」といいます。）が締結される
ものとします。 

2. 利用者は、利用契約の締結が完了した日の翌営業日以降、当社に対し掲載を希
望する広告の素材、写真、ロゴ等当社が本サービスを提供するにあたり必要と
判断する情報を提供（以下「素材提供」といいます。）するものとします。 

 
第 4 条（契約期間および解約） 

1. 前条第 1 項の定めに従い利用契約の締結が完了し、かつ前条第 2 項の定めに従
い利用者による素材提供が各月 1 日から 25 日までの間にされた場合の本サー
ビスの契約期間は、素材提供の日が属する月の翌月 1 日から 12 か月後の末日
までとし、各月 26 日から末日までの間に素材提供された場合の本サービスの
契約期間は素材提供の日が属する月の翌々月 1 日から 12 か月後の末日までと
します。 

2. 前項で定める期間の満了後は、当社または利用者のいずれかから本サービスを
継続しない旨の申し出がない限り、本サービスの利用契約は 1 ヶ月間継続され
るものとし、以降も同様とします。 

3. 利用者は、契約期間中に本サービスの解約を希望する場合、解約を希望する日
が属する月の前月末日までに、当社指定の方法により、当社へ申し出るものと
します。 

4. 期間途中での解約による返金または日割清算は、その理由の如何にかかわらず
一切行わないものとします。 

5. 本サービスの最低契約期間は、本条第 1 項に定める期間とします。 
6. 利用者は、最低契約期間が満了する前に利用契約が終了する場合（解約等その

終了の事由の如何を問いません。）には、違約金として「本サービスの利用料
金（消費税込） × 最低契約期間の残月数」を、当社に対して、利用契約の終
了日の属する月の翌月末日までに支払うものとします。 

 
第 5 条（本サービスの利用料金等および支払方法） 

1. 本サービスの利用料金および初期費用（以下総称して「本サービスの利用料金
等」といいます。）は別紙に定めるとおりとし、前条第 1 項の規定により契約
期間が開始した日から終了原因を問わず本サービスの利用契約が終了する日ま
で本サービスの利用料金等が発生するものとします。なお、本サービスの利用



料金には広告運用費が、初期費用には、広告出稿費（Google 広告費用）およ
び広告バナー制作費が含まれます。 

2. 利用者は、本サービスの利用料金等を、当社が別途指定する金融機関口座に対
する振込み、または、クレジットカード決済等当社が定める方法にて、当社が
指定する期日までに支払うものとします。なお、本サービスの利用料金等の支
払いに関連して発生する手数料等の費用は、利用者の負担とします。 

3. 利用者が利用契約に基づく債務の支払を遅延したときは、利用者は当社に対
し、支払期日の翌日から完済に至るまで、年率 14.6％の割合（年当たりの割合
は、平年に属する日 については 365 日当たりの割合とし、閏年に属する日に
ついては 366 日当たりの割合とします。) による遅延損害金を支払うものとし
ます。ただし、法令による制限等がある場合は当該規定に従うものとします。 

4. 利用者が当社に対して支払った本サービスの利用料金等は返還されないものと
します。 

 
第 6 条（禁止事項） 

1. 利用者は、以下の行為を行ってはならないものとします。 
① 虚偽、誇大、または誤認を招く表現を依頼・掲載する行為 
② 第三者の著作権・商標権・肖像権その他の権利を侵害する素材の提供 
③ Google 広告ポリシー・法令・公序良俗に反する広告依頼（例：誹謗中

傷、医療行為の誤認表示、違法サービスの宣伝等） 
④ 当社の業務運営を妨げる行為、信用を毀損する行為 
⑤ 本サービスを第三者へ再販・転用・転載する行為 
⑥ 第三者または当社の名誉、信用を毀損し、または誹謗中傷する行為。 
⑦ 第三者または当社に不利益もしくは損害を与える行為、またはそのおそれ

のある行為。 
⑧ 申込に当たって虚偽の事項を記載する行為。 
⑨ 営利目的で自己または第三者の事業において利用する行為。 
⑩ 他人になりすましてサービスを利用する行為。 
⑪ 猥褻、虐待等、児童及および青少年に悪影響を及ぼす情報、画像、音声、

文字、文書等を送信、記載または掲載する行為。 
⑫ 無限連鎖講（ネズミ講）もしくはマルチまがい商法を開設し、またはこれ

を勧誘する行為。 
⑬ 連鎖販売取引（マルチ商法）に関して特定商取引に関する法律（昭和 51

年法律第 57 号）に違反する行為。 
⑭ ウィルス等の有害なコンピュータープログラム等を送信し、または掲載す

る行為。 
⑮ 犯罪行為またはそれを誘発もしくは扇動する行為。 
⑯ 当社もしくは他社の設備の利用もしくは運営、または他の契約者の平均的

な利用の範囲に支障を与える行為または与えるおそれがある行為。 
⑰ 本サービスにより利用しうる情報を改ざんまたは消去する行為。 
⑱ 本人の同意を得ることなく、または詐欺的な手段により第三者の個人情報

を収集する行為。 
⑲ 前各号に該当するおそれがあると当社が判断する行為。 
⑳ その他、本規約の規定に違反すると当社が判断する行為および当社が不適

切と判断する行為。 
 
第 7 条（広告配信の停止・制限） 

1. 当社は、次のいずれかに該当する場合、利用者への事前通知なく広告配信を停
止・制限できるものとします。この場合において、利用者は、停止・制限され
ている間（以下「停止・制限期間」といいます。）においても、本サービスの
利用料金の支払いを継続するものとします。 
① Google 広告審査で不承認となった場合 
② 第 6 条に該当した場合 
③ 不正クリック・アドフラウド・スパム配信が疑われる場合 



④ 当社が指定する期日までに本サービスの利用料金等の支払が確認できない
場合 

⑤ 自然災害、システム障害、通信障害または第三者のサービス停止が発生し
たことにより一時的に本サービスの提供が困難な事態が生じた場合 

2. 利用者が停止・制限期間に被った損害について、当社は一切責任を負いませ
ん。 

 
第 8 条（成果の非保証） 

1. 当社は、利用者に最適な広告運用を行うよう努めますが、広告運用の結果およ
び効果（成果・反応率・掲載結果・来店・問合せ・売上・予約数等を指します
が、これらに限られないものとします。）についていかなる保証も行わないも
のとします。 

 
第 9 条（知的財産権） 

1. 利用者は、本サービスおよびその内容、本サービスのシステム構成における著
作権、商標権、その他ノウハウなどの知的財産権が当社または当社の業務提携
企業に帰属していることを認識し、本規約によってその使用権のみを有するも
のとします。 

2. 利用者が広告掲載目的で当社に提供した素材・写真・ロゴ等の著作権は、利用
者または正当な権利者に帰属します。 

3. 当社が制作した画像・テキスト等で構成される広告バナー（以下「当社制作
物」といいます。）の著作権は、当社に帰属します。利用者は、当社の承諾な
く、当社制作物を二次利用・改変・転載・再配布してはならないものとしま
す。 

 
第 10 条（免責事項） 

1. 当社は、Google LLC（以下「Google 社」といいます。）その他第三者のサー
ビス変更・審査基準・システム障害に起因して生じた遅延・不掲載等に関し、
一切の責任を負わないものとします。 

2. 当社は、自然災害・通信障害・法令改正その他当社の責めに帰すことができな
い事由により本サービスの提供が困難になった場合、その責任を負わないもの
とします。 

3. 当社は、当社の故意または重過失によらない限り、利用者に損害が生じたとし
ても、利用者に対し何ら責任を負わないものとします。 

4. 利用者が本規約に違反したことによって生じた損害について,当社は一切責任を
負わないものとします。 

5. 当社は、利用者と第三者との間で苦情・紛争等が発生した場合、当社の故意ま
たは重過失による場合を除き、利用者の責任および費用負担にて解決するもの
とし、当社は一切責任を負わないものとします。 

6. 当社は、本サービスに基づき提供する情報、アクセスが可能な情報について、そ
の品質、完全性、真偽、正確性、最新性、信頼性、有用性または第三者の権利を
侵害していないこと等を一切保証しないものとします。ただし、本サービスを提
供するにあたって Google 社の権利を侵害していないことについては保証しま
す。 

7. 当社の責めに帰すべき事由によらず、本サービスを使用することができなくな
った場合であっても、本サービスの利用料金等の減額・返還、損害賠償を含
め、当社は一切の責任を負わないものとします。なお、本サービスを使用する
ことができなくなった場合には、当社は、本サービスの復旧に努めるものとし
ます。 

 
第 11 条（利用者の損害賠償責任） 

利用者が本規約の各条項のいずれかに違反したことにより、当社または第三者
に損害を与えた場合には、当社または第三者が被った損害（逸失利益、訴訟費



用および弁護士費用等を含むがこれらに限定されないものとします。）等を全
額賠償する責任を負うものとします。 

 
第 12 条（当社からの通知） 

1. 当社から利用者への通知は、書面の送付、電子メールの送信、ファックスの送
信、Ｗｅｂサイトへの掲載またはその他当社が適切と判断する方法により行う
ものとします。 

2. 前項の通知が書面の送付による場合、当該書面が送付された日の翌々日（ただ
し、その間に法定休日がある場合は法定休日を加算した日）に利用者に到達し
たものとみなすものとし、電子メールの送信またはファックスの送信による場
合は、当該電子メールもしくは当該ファックスが送信された時点で利用者に到
達したものとみなすものとします。また、前項の通知がＷｅｂサイトへの掲載
による場合、Ｗｅｂサイトに掲載された時点で利用者に到達したものとみなす
ものとします。 

3. 利用者が第 1 項の通知を確認しなかったことにより不利益を被ったとしても、
当社は一切責任を負わないものとします。 

 
第 13 条（利用者の報告義務） 

1. 利用者が、商号、代表者、住所または連絡先、本サービスの利用料金等の決済
に用いる口座情報やクレジットカードの番号もしくは有効期限等その他の届け
出事項（以下「契約者情報」といいます。）を変更する場合、当社に対して速
やかに連絡を行うものとします。 

2. 利用者が前項に記載する変更後の契約者情報の通知を怠ったことにより、当社
が利用者の変更前の契約者情報に書面等を発送した場合、書面等は、変更前の
契約者情報に基づき利用者に対して発送した時点において到達したものとみな
します。 

3. 利用者が、第１項に基づく連絡を怠った場合、連絡の不履行に基づき利用者が
被った損害については、当社は一切責任を負わないものとします。 

 
第 14 条（第三者への委託） 

当社は、本サービスに関する業務の全部または一部を、利用者の事前の承諾、
または利用者への通知を行うことなく、任意の第三者に委託できるものとしま
す。 

 
第 15 条（本サービスの提供の停止および解除） 

1. 当社は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、何らの通知、催告
を要せず直ちに本サービスの提供の全部または一部を停止し、もしくは利用契
約を解除することができるものとします。  
① 利用者が、本サービスの利用料金等の支払を一度でも怠ったとき。 
② 利用者が、第 6 条に定める行為を行ったとき。 
③ 利用者が仮差押、差押等の処分を受けたとき、もしくはそれらのおそれが

あるとき。 
④ 利用者が、民事再生手続、破産手続、会社更生手続等の申立てを行いまた

は第三者により申立てられたとき、もしくはそれらのおそれがあるとき。 
⑤ 解散決議をしたときまたは死亡したとき。 
⑥ 支払停止、もしくは支払不能に陥ったとき、または手形・小切手の不渡り

により金融機関から取引停止の処分を受けたとき。 
⑦ 被後見人、被保佐人または被補助人の審判を受けたとき。 
⑧ 利用者の本サービスの利用料金等の決済に用いるクレジットカードの利用

が、解約、更新その他の理由により確認出来なくなったとき、クレジット
カードが紛失等の事由により利用不能となり、クレジットカード会社より
緊急に停止すべき旨の連絡が当社に届いたとき、またはクレジットカード
会社の承認が確認できないとき。 

⑨ 資産、信用、支払能力等に重大な変更を生じたと当社が認めたとき。 



⑩ 法人格、役員または幹部社員が民事訴訟または刑事訴訟の対象（捜査報道
がされた場合を含みます。）となり、当社に不利益を与えたとき、また
は、そのおそれがあるとき。 

⑪ 利用者が法令に反する行為を行ったとき、過去に同様の行為を行っていた
ことが判明したとき、もしくはそれらのおそれがあるとき。 

⑫ 利用者の責めに帰すべき事由により、当社の本サービスの提供に支障を及
ぼしまたは 及ぼすおそれのある行為をしたとき 

⑬ 利用者が第 13 条に違反したことにより当社に不利益を与えたとき 
⑭ 当社から利用者に対する連絡が不通となったとき 
⑮ 利用者への本サービスの提供に関し、業務上または技術上の著しい困難が

生じたとき。 
⑯ その他、当社が利用者に対して本サービスを提供することが不適当と判断

したとき。 
⑰ 前各号に掲げる事項の他、利用者の責めに帰すべき事由により、当社の業

務の遂行に支障をきたし、またはきたすおそれが生じたとき。 
⑱ 本規約の規定に違反すると当社が判断したときその他当社が利用者に対し

て本サービスを提供することが不相当と当社が判断したとき。 
2. 当社は、利用者が前項の解除事由に該当したことにより利用契約を解除した

後、利用者が当該解除事由を解消または是正した場合であっても、解除前の利
用契約に基づき本サービスを解除前の状態へ復旧しないまたは利用契約を再締
結しないことができるものとします。 

3. 当社は、前二項に基づき本サービスの全部または一部の提供を停止したことも
しくは利用契約の全部または一部を解除したことにより利用者または第三者に
損害が生じた場合でも、利用者または第三者に対し一切責任を負わないものと
します。 

 
第 16 条（当社による損害賠償責任） 

当社は、本規約で別段の定めがある場合を除き、利用者が、本サービスの利用
に関して当社の故意または重過失により損害を被った場合、利用者に対して賠
償責任を負うものとします。ただし、当社が本サービスに関して利用者に対し
て負う損害賠償の額は、第 5 条に基づき当社が利用者より受領した本サービス
の利用料金の合計金額を超えないものとします。 

 
第 17 条（期限の利益の喪失） 

利用者が、第 15 条第 1 項各号のいずれかに該当した場合、期限の利益を喪失
し、当社に対する一切の債務を直ちに支払わなければならないものとします。 

 
第 18 条（個人情報の取扱い） 

1. 利用者は、当社が利用契約の締結または履行に伴い取得した利用者が保有する
個人情報を「個人情報の保護に関する法律」および当社が別途公表するプライ
バシーポリシー（ https://o-bit.co.jp/privacy-policy/ ）に従って適切に取り
扱うことについて、あらかじめ同意するものとします。 

2. 個人情報の利用目的は、プライバシーポリシーに記載の目的のほか、広告運
用、請求・連絡、サポート対応、サービス改善の範囲に限られるものとしま
す。 

 
第 19 条（債権の譲渡） 

1. 当社は、当社が利用契約に基づき利用者に対して有する債権の全部または一部
を、当社が別途定める者に対して、当社の裁量により譲渡することができるも
のとし、利用者はあらかじめこの譲渡（債権の譲受人が更にその他の第三者に
譲渡する場合があり、当該譲渡が数次にわたる場合はそのすべてを含みま
す。）に同意するものとします。  

2. 前項の場合、当社と債権の譲受人（債権の譲渡が数次にわたる場合はそのすべ
ての譲受人を含みます。）は、各種料金の請求収納および債権保全の目的並び



にその他各々が利用者に対してプライバシーポリシー（それに類する個人情報
保護方針等の規定およびそれらの規定が変更されたものを含むものとし、以下
「プライバシーポリシー」といいます。）等において明らかにする目的によ
り、料金の支払状況等その他の利用契約の締結および履行に関連して当社が知
り得たすべての利用者の情報について、相手方への提供または共同利用をする
ことができるものし、利用者はあらかじめこれに同意するものとします。 

 
第 20 条（反社会的勢力の排除） 

1. 利用者は、以下の各号について表明および保証し、かつ将来に亘ってもこれら
を遵守することを誓約するものとします。 

① 自己または自己の役員、重要な地位の使用人その他これらに準ずる地位に
ある者（顧問その他肩書の如何を問わないものとします。）もしくは自己
の経営に実質的な影響力を有する株主（以下、これらの者を総称して「自
己の役員等」といいます。）が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴
力団関係企業、総会屋等、社会的運動等標榜ゴロまたは特殊知能暴力集団
等その他暴力、威力、詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団ま
たは個人（以下、これらの者を総称して「反社会的勢力」といいます。）
ではないこと、および、過去（個人の場合は過去 5 年以内）に反社会的勢
力でなかったこと。 

② 自己または自己の役員等が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係
を有していないこと 

③ 自己または自己の役員等が、反社会的勢力を利用していないこと 
④ 自己または自己の役員等が、反社会的勢力に対して資金等を提供し、また

は便宜を供与するなど、反社会的勢力の維持運営に協力し、または関与し
ていないこと 

⑤ 直接、間接を問わず、反社会的勢力が自己の経営に関与していないこと 
2. 利用者は、自己または第三者をして次の各号に定める行為をしないことを表明

し、保証するものとします。 
① 当社または第三者に対する「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律」第 9 条各号に定める暴力的要求行為 
② 当社または第三者に対する法的な責任を超えた不当な要求行為 
③ 当社に対し、脅迫的な言動または暴力を用いる行為 
④ 偽計または威力を用いて当社の業務を妨害し、または信用を毀損する行為 
⑤ 前各号に準ずる行為 

3. 利用者は、前二項に違反し、またはそのおそれがあることが判明した場合に
は、直ちに当社にその旨を通知するものとします。 

4. 当社は、利用者が前二項に違反していることが発覚した場合、相手方に事前の
通知催告を要することなく、かつ何らの損害賠償、損失補償その他何らの義務
を負うことなく直ちに利用契約その他利用者との間で締結した一切の契約の全
部または一部を解除することができるものとします。なお、本項による解除が
行われた場合であっても、利用者は当社に対し、何らの請求、主張、異議申立
ても行わないものとし、かつ、当社の利用者に対する損害賠償請求は、本項に
よる解除によっても妨げられないものとします。 

 
第 21 条（規約の変更） 

1. 当社は、利用者の承諾を得ることなく、本規約または本サービスの内容（本サ
ービスの利用料金等、サービス内容、各種手数料並びにこれに付随するサービ
スの内容等）を変更する場合があります。なお、本規約の変更は、民法第 548
条の 4 の規定に基づき、本規約第 12 条の規定に従うものとします。 

2. 本規約または本サービスの内容が変更された場合、変更後の本規約および本サ
ービスの内容が適用されるものとします。 

3. 変更後の規約については、当社が別途定める場合を除いて、当社が効力発生時
期として定めた時点より、その効力を生じるものとします。 

 



第 22 条（本サービスの廃止） 
1. 当社は、当社の判断により、本サービスの全部または一部を一時的にまたは永

続的に廃止することがあります。 
2. 当社は、前項の規定に基づき本サービスを廃止するときは、利用者に対し、本

サービスを廃止する日の 30 日前までに通知します。ただし、緊急を要する場
合などやむを得ない場合についてはこの限りではありません。 

3. 第 1 項により当社が本サービスを廃止した場合、当社は利用者に対し何ら責
任を負わないものとします。 

 
第 23 条（準拠法および管轄裁判所） 

本規約は日本法に準拠するものとし、本サービスに関して生じた一切の紛争に
ついては、訴額に応じて、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第一審の専
属的合意管轄裁判所とします。 

 
 

2026 年 1 月 1 日 制定 
 

  



別紙 
＜第 5 条（本サービスの利用料金等および支払方法）関連＞ 
本サービスの利用料金等は、プランに応じて以下のとおりとします。 
 

 ライトプラン スタンダードプラン 

初期費用 20,000 円 

本サービスの利用料金 月額金 60,000 円 月額金 75,000 円 

広告の想定表示回数 30,000 回 60,000 回 

広告の想定クリック数 200 回 400 回 

指定 URL 数 5 個 10 個 

バナー・URL 変更 1 回/月 

※別紙記載の金額に消費税相当額（税率 10％）が別途かかります。 
※初期費用の支払期日は、本サービスの利用料金の初月の支払期日と同日とします。 
※掲載広告の文字変更など軽微な修正を希望される場合、別途金 5,000 円/回を請求い
たします。 
※掲載広告そのものを作り直す場合、別途金 10,000 円/回を請求いたします。 


